
  群馬県水道災害相互応援協定 

 

（趣 旨） 

第１条 この協定は、地震、異常渇水その他の水道災害において、群馬県及び県内各水道事業者（以下

「会員」という。）が協力して実施する群馬県内及び他の都道府県における相互応援活動について、

必要な事項を定めるものとする。 

（組織構成） 

第２条 災害が発生した場合の相互応援体制は、別図の組織図による。  

この協定に関する事項を円滑に推進するため、県内の会員を11地区（以下「地区」という。）

に分け、地区を県央、西毛、東毛の３ブロック（以下「ブロック」という。）に分ける。  

２ 各地区及び各ブロックには、それぞれ代表都市及び副代表都市を置く。  

３ 前項の地区代表都市は、群馬県の各保健福祉事務所所在市町を充て、地区副代表都市は

各地区で選任する。 

また、各ブロック代表都市及び各ブロック副代表都市は地区代表都市から選出し、県央ブ

ロックについては、前橋市を代表都市とする。  

４ 群馬県（以下「県」という。）は、各ブロック代表都市と連携を密にし、必要ある場合は、他都

道府県及び関係機関への応援要請等の連絡調整を行うものとする。  

また、県は、県内及び他の都道府県において水道災害が発生し、他都道府県及び関係機

関からの要請に基づき、この協定に基づく応援活動を実施する場合は、ブロック代表都市に

応援協力の要請を行うものとする。 

５ この協定に基づく応援活動のとりまとめ、調整、資料交換等の事務局は、群馬県保健福祉部

衛生食品課が担当し、群馬県企業局と連携のもとに行う。  

（応援内容） 

第３条 応援活動は原則として、被災会員の応急給水及び復旧計画に基づき、その指示（様式第１号）

に従って作業に従事するものとする。 

２ 応援活動は、おおむね次のとおりとする。 

(１) 応急給水作業  

(２) 応急復旧工事  

(３) 応急復旧用資機材の供出  

３ 前項第１号及び第２号の作業期間は、原則として７日以内とし、継続する場合は被災会員、応援会員

及び県の協議による。 

４ 他の都道府県等への応援活動は、前各項に準ずるものとする。 

（応援要請等） 

第４条 応援要請は、原則として次の各号により行うものとする。 

(１) 被災会員は、所属する地区の代表都市へ応援を依頼する。  

(２) 地区代表都市は、地区内の他の会員に応援を要請し、さらに必要と認めたときは、ブロック

代表都市に応援を要請する。 

(３) ブロック代表都市は、さらに必要と認めたときは、他のブロック代表都市に応援を要請する。  

(４) ブロック代表都市は、さらに必要と認めたときは、県へ応援を要請する。  

２ 応援要請を受けた会員は、極力これに応じ、応援に努めるものとする。 

（応援要請の手続） 

第５条 被災会員が応援要請しようとするときは、次に掲げる事項を明らかにして、電話等迅速かつ正確



に伝達できる通信手段により要請し、後日速やかに文書（様式第２号及び第３号）を提出するものと

する。 

(１) 災害の状況  

(２) 必要とする資機材、物資等の品目及び数量  

(３) 必要とする職員別人員  

(４) 応援期間  

(５) 応援場所及び応援場所への経路  

(６) その他必要な事項  

（応援体制） 

第６条 応援会員が派遣する職員（以下「応援職員」という。）は、災害の状況に応じ必要な食糧、被服、

資金等を携行するものとする。 

２ 応援職員は、応援会員等の名を表示する標識を着用するものとする。 

（被応援体制） 

第７条 被応援会員は、災害の状況に応じ、応援職員の宿舎の斡旋、その他必要な便宜を供与するもの

とする。 

２ 被応援会員は、資機材等の応援を受ける場合、倉庫、保管場所等を確保し、これらを管理す

るものとする。 

（費用負担） 

第８条 応援に必要な経費は、法令等に別段定めがあるものを除くほか、次のとおりとする。 

(１) 応援給水、応援復旧、応援復旧用資機材に要する費用は、被応援会員が負担する。  

(２) 応援職員の派遣に要する経費は、応援会員が負担する。 

(３) 応援職員が応援業務により負傷し、病気にかかり、又は死亡した場合における災害補償は、

応援会員の負担とする。 

(４) 応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合において、原則として、その損害が応援業

務中に生じたものについては被応援会員が、また被応援会員への往復途中に生じたものに

ついては応援会員がその賠償の責に任ずる。  

２ 前項各号の定めにより難いときは、関係会員等が協議して定めるものとする。  

（応援物資等の調査） 

第９条 会員は応援活動を円滑に行うため、次の各号に掲げる事項を毎年５月末日までに県に提出する

ものとする。 

(１) 連絡担当部課等（様式第４号） 

(２) 応急資機材の保有状況（様式第５号） 

(３) 応援に従事できる職員数（様式第６号） 

(４) 水道配管等の標準施工図又はこれに準ずるもの 

２ 県は前項の調査票を取りまとめ、整理のうえ会員に送付するものとする。 

（協議） 

第10条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、その都度協議

して定めるものとする。 

（訓練） 

第11条 会員は、この協定に基づき相互応援が円滑に行われるよう、必要に応じて訓練を実施するもの

とする。 

（実施期日） 

第12条 この協定は、平成１３年２月９日から実施する。 



 

この協定の締結を証するため、本書１通を作成し、協定者が記名押印のうえ原本を県が保有

し、その写しを各事業体が保有する。 
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